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公益財団法人日本電信電話ユーザ協会 武蔵野中央地区協会会則 

 

施行 平成２４年７月 ２日 

変更 平成２６年５月１６日 

変更 平成２７年５月２６日 

 

 

  公益財団法人 日本電信電話ユーザ協会定款第５８条及び会員組織に関する規程第 

４条第４項に基づき、 武蔵野中央地区協会会則を次のとおり定める。 

 

 

第１章   総   則 

 

（名称） 

第１条  この会は、公益財団法人日本電信電話ユーザ協会武蔵野中央地区協会（以下 

    「地区協会」という。）と称する。 

 

（事務所） 

第２条  この会は事務所を東京都港区内に置く。 

 

（組織） 

第３条  この会は、原則としてこの会の事業区域（稲城市、清瀬市、小金井市、国分 

      寺市、小平市、多摩市、調布市、西東京市、東久留米市、東村山市、府中市、 

      三鷹市、武蔵野市、狛江市の一部及び新座市の一部）における会員をもって組 

      織する。 

２  この会の、統合・廃止及び名称は、地区協会理事会の議決を得たうえ、支部理事 

  会の議決で定める。 

 

（目的） 

第４条  この会は、定款に基づき、情報通信技術・サービスを利用したコミュニケー 

      ション文化の振興を図るとともに、情報通信技術・サービス利用者の利便増進 

      に寄与し、地域社会の発展に貢献することを目的とする。 

 

（事業） 

第５条  この会は、前条の目的を達成するため、定款に基づき次の事業を行う。 

    (1) テレコミュニケーション能力の向上を図る事業 

    (2) 情報通信技術・サービスの活用を推進する事業 
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    (3) その他この法人の目的を達成するために必要な事業 

 

第２章   会   員 

 

（会員の構成） 

第６条  この会の会員は、公益財団法人日本電信電話ユーザ協会の目的に賛同する団 

      体又は個人とする。 

 

（会費） 

第７条  会員は別に定める規則により会費を納入するものとする。 

 

（入会及び退会） 

第８条  この会に入会するときは、入会申込書を提出するものとする。 

２  この会を退会するときは、退会届を提出するものとする。 

 

 

第３章   地区協会の運営 

 

（地区協会の運営方針） 

第９条  この会は、第４条目的及び第５条事業の範囲において、理事会が定める経営 

      の基本方針及び支部の指導等に基づき、地域に即した事業活動を行う。 

 

（役職と選任） 

第１０条  地区協会に、次の役職を置く。 

      (1) 地区協会理事  ２０人以内 

      (2) 地区協会監事   ２人以内 

２ 地区協会理事のうち１人を地区協会会長、４人以内を地区協会副会長、４人以内 

    を地区協会常任理事とする。 

３ 地区協会理事及び地区協会監事（以下「地区協会理事等」という。）は、地区協 

  会理事会において選任する。 

 

（地区協会会長及び地区協会副会長並びに地区協会常任理事の選任） 

第１１条  地区協会会長及び地区協会副会長並びに地区協会常任理事は、地区協会理 

          事会において選任する。 

 

（地区協会理事等の職務） 

第１２条  地区協会会長は、地区協会理事を代表し、地区協会の事業活動について、 

      提言、助言等を行う。 



 3 

２  地区協会副会長は地区協会会長を補佐し、地区協会会長に事故あるとき、または 

  地区協会会長が不在の時は、その職務を代行する。 

３  地区協会理事は、地区協会の事業活動について、提言、助言等を行う。 

４  地区協会監事は、地区協会の事業活動及び財産の状況について、検査を行う。 

（地区協会理事等の任期） 

 

第１３条  地区協会理事等の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２  補欠による地区協会理事等の任期は、前任者の残任期間とする。 

３  地区協会理事等は、辞任又は任期満了の場合においても、後任者が就任するまで 

  その職務を行わなければならない。 

 

（地区協会理事等の解任） 

第１４条  地区協会理事等に地区協会理事等としてふさわしくない行為があったと 

      き、又は、地区協会理事等として職務の執行に堪えられないときは、地区協会 

      理事会の議決により、解任することができる。 

 

（地区協会顧問） 

第１５条  この会に地区協会顧問を置くことができる。 

２  地区協会顧問は、地区協会理事会において選任する。 

３  地区協会顧問は次の職務を行う。 

    (1) 地区協会会長の相談に応じること。 

    (2) 地区協会理事会から諮問された事項について意見を述べること。 

 

 

第４章   会   議 

 

（種別） 

第１６条  この会に、地区協会理事会及び常任理事会を置く。 

 

（地区協会理事会の構成及び機能） 

第１７条  地区協会理事会は、地区協会理事をもって構成する。 

２  地区協会理事会は、次の事項を議決する。 

    (1) 本会則で地区協会理事会の議決事項とされている事項 

    (2) その他地区協会の運営に関する重要事項 

３  地区協会理事会は、次の事項について理事会が定める経営の基本方針の範囲内で、 

  議決することができる。 

    (1) 事業計画及び予算 
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    (2) 事業報告及び決算 

    (3) その他地区協会の事業活動に関する重要事項 

４  地区協会理事会は、地区協会会長が必要と認めたとき、これを招集する。 

５  地区協会会長は、地区協会理事会に諮るべき事項のうち、事前検討が必要と認め 

  る事項及び緊急に判断を要する事項等については、会長、副会長、常任理事で構成 

  する常任理事会を開催し、協議することができる。 

 

（地区協会理事会の定足数及び議決） 

第１８条  地区協会理事会は、地区協会理事の過半数の出席がなければ開催すること 

      ができない。 

２  地区協会理事会の議長は、地区協会会長がこれに当たる。ただし、地区協会会長 

  が欠席した場合における議長は、出席した地区協会理事の中から互選されたものが 

  これにあたる。 

３  地区協会理事会の議決は、出席した地区協会理事の過半数の同意をもって行う。 

４  やむを得ない理由のため、地区協会理事会に出席できない地区協会理事はあらか 

  じめ通知された事項についてのみ書面又は電磁的記録をもって表決、又は、地区協 

  会理事会に出席する代理人をもって表決権を行使することができる。 

５  前項の代理人は代理権を証する書面を議長に提出しなければならない。 

６  第４項の規定による表決を行った者は出席とみなす。 

７  地区協会会長が必要と認めた事項については、書面又は電磁的記録を持って、地 

  区協会理事の賛否を徴し、地区協会理事会の開催に代えることができる。この場合 

  においては、回答した地区協会理事の数をもって、出席者とみなす。 

 

（地区協会監事の地区協会理事会出席） 

第１９条  地区協会監事は地区協会理事会に出席して、その職務に関して意見を述べ 

      ることができる。 

 

（議事録） 

第２０条  地区協会理事会を開催したときは、議事録を作成しなければならない。 

２  議事録は、出席した地区協会理事のうちから選出された議事録署名人２人以上が 

  議長とともに署名しなければならない。 

 

 

第５章   地区協会の会計 

 

（会計） 

第２１条  地区協会の会計は、本協会が定める経理規程に従い処理する。 
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２  地区協会の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

 

第６章   地区協会の事務局 

 

（事務局） 

第２２条  地区協会の事務を処理するため地区協会事務局を置き次の職員を配置する。 

    (1) 地区協会事務局長    １  名 

    (2) 事務職員            若干名 

２  地区協会事務局長は地区協会事務を統括する。 

３  事務職員は地区協会事務局長の命を受け事務を分掌する。 

 

 

第７章   地区協会会則の変更 

 

（地区協会会則の変更） 

第２３条  この会則は、定款、規程等の範囲内において、地区協会理事会の議決を経 

      て変更することができる。 
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附 則 

 

 

 

会    費    規    則 

 

施行 平成２４年７月２日 

 

 

１．「会員に関する規程」第５条による会費は、この規則の定めるところによる。 

２．会費は次のとおりとする。 

            ６，０００円  

３．会費は年１回払いとし、地区協会が発行する会費請求書に基づき納入するものと 

    する。   

４．年度途中の入会者の会費は、月割計算とする。 

５．年度途中退会者の既納の会費は返還しない。 

６．この規則の改廃は地区協会理事会の議決を要する。 
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表    彰    内    規 

 

施行 平成２４年７月２日 

 

 

第１条  表彰は、「表彰規程」第８条に基づき、この内規に定めるところによるもの 

        とする。 

 

第２条  表彰は次の種類とする。 

     （１）表彰状 

     （２）感謝状 

       なお、表彰は副賞として記念品を贈呈することとするが、表彰の内容によっ 

        ては記念品のみを贈呈することができる。 

 

第３条  次の各号に該当するときに表彰することができる。 

       （１）この会の運営に功績顕著なもの。 

       （２）電話応対コンクール全国大会に武蔵野中央地区協会の代表として出場 

             する等この会の名を全国に知らしめたもの。 

       （３）３年以上の任期を満了し、退任される地区協会理事等。 

 

第４条  この表彰は原則として地区協会理事会で承認を得て決定し、地区協会理事会 

        で表彰する。 

 

第５条  この内規は、「表彰規程」の範囲内において、地区協会理事会の議決を経て 

        変更することができる。 
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役 員 等 旅 費 規 程 

 

施行：平成２６年５月１６日 

 

 

（適用範囲） 

第１条  協会の役員等(注1)が、協会の業務(注2)に関し国内旅行をする場合は、この 

規程に基づき旅費を支給する。 

 

（算定基準） 

第２条  旅費は、協会の業務遂行のため最も経済的な経路及び方法により旅行した 

ものとして算定する。 

 

（旅費の算定） 

第３条  旅費は、次の項目により支給する。 

    (1) 日 当  地区協会主催の理事会等へ参加した際に支給する。 

    (2) 宿泊費  宿泊を要する場合に支給する。 

    (3) 交通費  交通機関を利用する場合に支給する。 

 

（旅行日数の算定） 

第４条  旅行日数は、次により算定する。 

    (1) 旅行日数は、旅行業務を遂行するために必要な最少限度の日数として業務 

の内容、目的地までの距離、交通機関を考慮して、そのつど旅行命令権者 

が定める。 

  (2) 旅行日数は、旅行距離往復２００km（新幹線利用区間は１/２倍とする） 

につき１日を標準とする。ただし、航空機利用の場合を除く。 

 

（交通費の算定） 

第５条  交通費は、次により算定する。 

    (1) 鉄道区間 

        普通乗車賃を基礎に、乗車区間および鉄道の走行状況に応じ、次のとおり 

とする。 

        新幹線料金又は特急料金支給を標準とする。 

    (2) 航空機区間 

        エコノミークラス利用を標準として航空運賃を支給する。 
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（規程の運用） 

第６条  旅行命令権者は、宿泊施設又は交通機関の状況等を考慮して必要がある場 

合は、この規程の基準によらないで旅費額の算定をすることができる。 

２  他より旅費の支給を受ける場合には、その差額を支給する。 

 

附則 

この規程の改正は、平成2６年５月１６日から施行する。 

 

《参考》 

 

旅費支給額 

  (1) 日 当 

      理事会等の日当を支給する場合は、２，０００円（１日につき）を上回らな 

いこと。 

      ただし、電話応対コンクール大会等は拘束時間も長いことから５,０００円を 

上回らないこと。 

 

  (2) 宿泊費 

      １０，０００円（１泊につき） 

 

  (3) 交通費 

      実際に利用する交通機関の基幹部分の運賃（注3） 

 

 

      (注1) 「役員等」は次のとおりとする。 

            地区協会理事・常任理事・監事、電話応対コンクール全国大会出場選手 

            の開催地へ同行する模擬応対者。 

 

      (注2) 「業務」は次のとおりとする。 

            協会の運営に関し、理事会、電話応対コンクール大会等に出席を求めた 

             場合。 

 

      (注3) 「基幹部分の運賃」は次のとおりとする。 

            例えば、旅行区間が大阪市内－東京都内の場合、大阪駅－東京駅の運賃、 

            航空機利用の場合、空港間の運賃をいう。 

            なお、ターミナル駅、空港等から会場までの交通費は、支給しないもの 

            とする。 


